
太平洋クロマグロの資源・養殖管理に関する全国会議

議 事 次 第

日時：平成２４年８月２９日（水)

１４：００ ～１６：３０（予定）

場所：三田共用会議所 講堂

１ 開会

２ 水産庁長官あいさつ

３ 議事

（１）説明

ア．太平洋クロマグロの管理強化の取組状況と今後の対応について

（水産庁）

イ．太平洋クロマグロの調査研究について（水産総合研究センター）

（２）意見交換

４ 閉会
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○まぐろ資源の保存及び管理の強化に関する特別措置
法（平成八年六月二十一日法律第百一号）
最終改正：平成一一年一二月二二日法律第一六〇号

（目的）
第一条 この法律は、我が国が世界において、歴史的
にまぐろの漁獲及び消費に関し特別な地位を占めて
いることにかんがみ、最近におけるまぐろ資源の動
向、その保存及び管理を図るための国際協力の進展
その他まぐろ漁業を取り巻く環境の著しい変化に対
処して、まぐろ資源の保存及び管理の強化を図るた
めの所要の措置を講じ、もってまぐろ漁業の持続的
な発展とまぐろの供給の安定に資することを目的と
する。

（基本方針）
第二条 農林水産大臣は、まぐろ資源の動向を踏まえ、
まぐろ資源の保存及び管理の強化を図るための基本
方針（以下この条において「基本方針」という。）
を定めるものとする。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるも
のとする。
一 まぐろ資源の保存及び管理の強化に関する基本
的な指針
二 まぐろ資源の保存及び管理の強化を図るための
施策に関する基本的な事項
三 その他まぐろ資源の保存及び管理の強化に関す
る重要事項

３ 農林水産大臣は、まぐろ資源の動向、まぐろの需
給事情その他の事情の変動により必要があるときは、
基本方針を変更するものとする。

４ 農林水産大臣は、基本方針を定め、又はこれを変
更しようとするときは、外務大臣、経済産業大臣そ
の他関係行政機関の長に協議しなければならない。

５ 農林水産大臣は、基本方針を定め、又はこれを変
更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな
らない。

（国際協力の推進）
第三条 政府は、まぐろ資源の保存及び管理を図るた
めの国際機関（以下「国際機関」という。）の設立
又はその効果的な運営を図るため、関係国と協力す
るように努めるとともに、国際機関への外国の加盟
を促進するように努めるものとする。

２ 政府は、国際機関においてまぐろ資源の保存及び
管理を図るための適切な措置が取り決められるよう
に努めるものとする。

３ 政府は、前二項に定めるもののほか、まぐろ資源
の保存及び管理の強化を図るために必要な国際協力
を推進するように努めるものとする。

（国内における措置）
第四条 農林水産大臣は、我が国が加盟している国際
機関において取り決められたまぐろ資源の保存及び
管理を図るための措置（次条において「保存管理措
置」という。）が我が国の漁業者によって遵守され
るように必要な措置を講じなければならない。

（国際機関等に対する要請）
第五条 政府は、外国の漁業者によるまぐろ漁業の活
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動が、保存管理措置の有効性を減じていると認めら
れるときは、当該保存管理措置を取り決めた国際機
関に対して当該活動を抑止するために必要な措置を
講ずるよう要請するとともに、当該外国に対して当
該活動を改善するよう要請しなければならない。

（輸入に関する措置）
第六条 政府は、前条の規定による要請をした後、相
当の期間を経過してもなお当該要請に係る活動が改
善されていないと認められるときは、当該国際機関
における取決めに従い、必要な限度において、外国
為替及び外国貿易法 （昭和二十四年法律第二百二十
八号）第五十二条 の規定に基づき前条に規定する外
国からのまぐろの輸入を制限することができる。こ
の場合においては、我が国が締結した条約その他の
国際約束を遵守するものとする。

（増殖に関する技術の開発及び普及等）
第七条 政府は、まぐろ資源の維持増大を図るため、
まぐろの増殖に関する技術の開発及び普及その他の
必要な事業を推進するように努めるものとする。

（保管事業に関する援助）
第八条 政府は、まぐろ漁業を営む者の組織する団体
に対し、当該団体が行うまぐろの保管の事業の実施
に関し必要な助言、指導その他の援助を行うように
努めるものとする。

（情報の収集等）
第九条 政府は、まぐろ資源の保存及び管理の強化に
資するため、輸入されるまぐろに関する情報を収集
するように努めるものとする。

２ 政府は、まぐろ資源の保存及び管理の強化に資す
るため、国際機関、外国政府、まぐろ漁業を営む者
又はまぐろの流通若しくは加工の事業を行う者の組
織する団体等と必要な情報を交換するように努める
ものとする。

（報告の徴収）
第十条 農林水産大臣は、この法律を施行するため必
要があるときは、まぐろ漁業を営む者若しくはまぐ
ろの流通若しくは加工の事業を行う者又はこれらの
者の組織する団体から、これらの事業に係る業務に
関して、必要な報告をさせることができる。

（罰則）
第十一条 前条の規定による報告をせず、又は虚偽の
報告をした者は、三十万円以下の過料に処する。

附 則
この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号）
抄

（施行期日）
第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、
平成十三年一月六日から施行する。



○まぐろ資源の保存及び管理の強化を図るための基本
方針

まぐろ資源の保存及び管理の強化に関する特別措置
法（平成八年法律第百一号。以下「法」という。）の
対象であるまぐろ資源のうち、くろまぐろ、みなみま
ぐろ、めばち、きはだ及びびんなが（以下「まぐろ」
という）に関し、法第二条第一項に規定する基本方針
を次のとおり定める。

平成八年十月二十八日 公表
平成十二年十二月二十八日 変更
平成二十四年四月二十四日 変更

１ まぐろ資源の保存及び管理の強化に関する基本的
な指針
我が国は、世界において、歴史的にまぐろの漁獲及

び消費に関し特別の地位を占めており、また、まぐろ
漁業は、国民への良質な蛋白質の提供、地域経済の発
展及び地域の雇用の確保という重要な役割を担ってい
る。
安定的なまぐろの供給を確保するためには、まぐろ

資源を維持増大していくことが最大の課題であり、海
洋を広範囲に回遊する高度回遊性魚種であるまぐろ資
源の維持増大を確保するためには、関係国等が、適切
な保存管理措置の設定とその有効な実施のために協力
することが不可欠である。
以上のような認識に立ち、我が国は、まぐろ資源の

保存及び管理について、国際的なリーダーシップを積
極的に発揮し、関係する沿岸国等及び漁業国等が参加
する、まぐろ資源の保存及び管理を図るための国際機
関を通じ関係国等と協力する等により、これを強化し、
かつ、まぐろ資源の最適利用を促進するものとする。

２ まぐろ資源の保存及び管理の強化を図るための施
策に関する基本的な事項
我が国は、上記１の指針に基づき、大西洋まぐろ類

保存国際委員会、全米熱帯まぐろ類委員会、みなみま
ぐろ保存委員会、インド洋まぐろ類委員会及び中西部
太平洋まぐろ類委員会を通じて、又はこれらの国際機
関の活動に関連して自ら、以下の施策をとることによ
りまぐろ資源の保存及び管理の強化に積極的に協力し
ていくものとする。特に、太平洋くろまぐろについて
は、我が国がその持続的利用に大きな責務を有してい
ることを踏まえ、未成魚の漁獲が抑制・削減されるよ
う、また、親魚資源の持続的利用が図られるよう、ま
ぐろ資源の保存及び管理の強化に必要な措置を積極的
に講ずるものとする。
なお、これらの実施に当たっては、必要に応じ関係

行政機関の間で緊密な連携をとるものとする。
（１）国際機関におけるまぐろ資源の保存及び管理を
図るための適切な措置の設定に資するための施策
①漁獲量、漁獲努力量、養殖生産量等の漁業デー
タ及び漁獲物の年齢組成等の科学的データの収
集並びに資源状況等に関する科学調査の実施に
努め、これらにより得られた資料を国際機関を
通じ関係国等と交換するものとする。

②国際機関における資源評価作業に積極的に参加
するものとする。
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③必要に応じて、関係国等と共同で資源状況等に
関する科学調査を行うものとする。

（２）保存管理措置の有効性を確保するための施策
①漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）等
に基づき指導、取締りの強化を含む所要の措置
をとることにより、我が国の漁船による保存管
理措置の遵守を確保するとともに、養殖業の実
施状況を把握するものとする。

②外国等の漁船によるまぐろを対象とした操業状
況の把握に資するため、我が国のまぐろの輸入
動向等に関する資料を収集・分析し、また、我
が国漁船の取締りに従事する我が国漁業取締船
による外国等の漁船の操業状況に関する情報の
収集等に努めるとともに、必要に応じ関係国際
機関等との情報交換等を推進するものとする。

③沿岸国等又は漁業国等であって、国際機関に加
盟していないか、又は当該国際機関が設定する
保存管理措置の適用に合意していないものに対
しては、当該国際機関への加盟又は保存管理措
置の適用に関する合意を促進するように努める
ものとする。

④保存管理措置の有効性を減じていると認められ
る外国等の漁業活動を抑止するために必要な措
置を講ずるよう関係国際機関に要請するととも
に、当該外国等に対して当該漁業活動を改善す
るよう要請するものとする。

⑤上記の要請にもかかわらず、相当の期間を経過
しても当該外国等の漁業活動が改善されていな
い場合、個別の当該保存管理措置が対象として
いる資源ごとに検討を行い、当該外国等からの
まぐろの輸入の制限を行うことが必要、かつ、
適当であると認められ制限を実施するときは、
法第６条に従い、ＷＴＯ協定をはじめとする我
が国が締結した条約その他の国際約束を遵守し
つつ、当該国際機関の取決めに従うものとする。

３ その他まぐろ資源の保存及び管理の強化に関する
重要事項

（１）まぐろ資源の維持増大を図るため、まぐろの増
殖に関する技術の開発及び普及その他必要な事業
を推進するものとする。

（２）まぐろ資源の保存及び管理の強化に資するため、
国際機関、外国政府、まぐろ漁業を営む者又はま
ぐろの流通若しくは加工の事業を行う者の組織す
る団体等と必要な情報を交換し、まぐろの生産、
流通、加工等に関する情報の取りまとめ、普及等
を推進するものとする。

（３）まぐろ資源の保存及び管理の強化に資するため、
まぐろ漁業を営む者、まぐろの流通又は加工の事
業を行う者等が組織する団体が実施する、適切な
漁獲努力量の管理のための国際的な漁獲能力の削
減並びに漁獲及び輸入に関する資料の収集・分析
その他法の目的の達成に資する業務を支援するも
のとする。
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プレスリリース

「太平洋クロマグロの管理強化についての対応」について

我が国は、太平洋クロマグロの最大の漁業国かつ消費国として、その持続的利用に
大きな責務を有しています。このため、農林水産省では、我が国として取り組むべ
き基本的な方向性を、「太平洋クロマグロの管理強化についての対応」として取り
まとめましたので、公表いたします。

1．背景・趣旨

（1）近年、国際社会においては、クロマグロの資源管理に高い関心が集まっていま
す。大西洋クロマグロについては、先般、大西洋まぐろ類保存国際委員会（※ICCAT）
による資源管理が不十分であるとして 、「絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際
取引に関する条約（※CITES）」により本種の国際取引や公海からの持込みを禁止すべ
きとの提案がなされました。

　本年 3月の CITES 締約国会合では、この提案は否決されましたが、これは、昨年の
ICCAT 年次会合において、我が国が積極的なリーダーシップを発揮し、資源回復に向
けた厳しい管理措置を決定したことで、我が国の主張が説得力あるものとして各国の
理解を得た結果であると考えています。

　一方で、資源管理が十分効果をあげていないのではないかとの不信感は、国際社会
では依然として根強く、今後は、大西洋クロマグロに限らず、他の魚種についても国
際的な地域漁業管理機関における管理の徹底が格段に強く求められる可能性が高いも
のとみられます。

（2）特に、太平洋クロマグロは、ア 全漁獲量の 7 割強が我が国によるものである、
イ 我が国周辺水域内に産卵場が存在する、ウ 韓国・メキシコによる漁獲もその多く
が我が国に輸出されている等、我が国にとって重要な資源となっています。我が国
は、太平洋クロマグロの最大の漁業国かつ消費国として、その持続的利用に大きな責
任を有する立場にあります。

　本種の資源状況については、未成魚の漁獲圧の増加による資源水準の減少が懸念さ
れています。これを受け、昨年の中西部太平洋まぐろ類委員会（※WCPFC）におい
て、未成魚の漁獲を減少させること等を内容とする保存管理措置が初めて作成されま
したが、本措置は暫定措置であり、さらに前進した管理措置に我が国が率先して取り
組むべきと考えております。

平 成 22 年 5 月 11 日
農 林 水 産 省
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　このため、我が国は他国に先駆けて国内における資源管理及び調査研究の強化を図
るとともに、それと整合する形で国際的な資源管理をリードしていく必要がありま
す。

・ CITES（Convention on International Trade in Endangered Species of Wild
Fauna and Flora)

・ ICCAT（International Commission for the Conservation of Atlantic Tunas)
・ WCPFC（Western and Central Pacific Fisheries Commission)

2．今後の対応

（1）基本的な対応

　未成魚の漁獲を抑制・削減し、大きく育ててから漁獲することにより、太平洋クロ
マグロの資源管理を推進します。また、資源変動の大きい本種の親魚資源量が中長期
的（5～ 10 年）に適切な変動の範囲内に維持され、これまでの最低水準を下回らない
よう管理していきます。

（2）施策

　（1）の方針の実現に向けて、本年度から国内における資源管理の強化、国際交渉
への対応及びこれらを支える調査研究の強化について、以下の施策を順次実施してい
きます。

ア 国内における資源管理の強化

　 以下の管理措置等について検討するとともに、その一環として（a）及び（b）に
ついて、本年度中に太平洋クロマグロの資源回復計画を策定し、平成 23 年度からの
実施を目指します。

　また、同計画の円滑な実施を促進するため、漁業所得補償制度等の支援措置の導入
を検討します。

（a）沖合漁業管理

　大中型まき網漁業を対象として、休漁、漁獲サイズの制限、個別漁獲割当等、
漁業実態に応じた適切な管理措置を導入。

（b）沿岸漁業管理

　曳き縄等の自由漁業を対象として、将来の隻数制限を視野に入れ、届出制に移
行するとともに、漁獲実績報告の提出を義務化。

（c）養殖業管理

　養殖の実態について正確な把握を図るため、漁業権の漁業種類を「クロマグロ
養殖」と特定して養殖場を登録するとともに、養殖業者に対して養殖実績報告の
提出を義務化。

イ 国際交渉への対応

WCPFC において、以下の実現を図るべく関係国に働きかけていきます。

（a）保存管理措置の強化

　昨年合意された保存管理措置について、（1）の方針を反映するとともに、全水
域に適用されるよう見直し。
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（b）全米熱帯まぐろ類委員会（※IATTC）との協力

　東太平洋で漁獲を行っているメキシコ（WCPFC 非加盟国）が WCPFC による保存
管理措置に協調するよう呼びかけ。

ウ 調査研究の強化

　本年 4月に（独）水産総合研究センターに設置された「くろまぐろ資源部」等を
中心に、大学、都道府県とも連携して、（1）の方針の実現や（2）ア及びイの対応
について科学的に立証・支援し、得られたデータを資源管理に迅速に反映させてい
くことを目指し、以下の調査研究の充実強化を図ります。

（a）情報収集の迅速化等

国内外の研究者による資源研究支援のためのネットワークを構築。

未成魚の発生量を迅速かつ高精度に把握するための体制を構築。

（b）産卵場等の調査拡充

産卵場及び産卵期を解明するための調査を拡充。

（c）技術開発

　完全養殖の生産技術及び種苗放流手法の確立を図るため、安定採卵、人工種苗量
産、優良品種の技術開発を実施。

（3）国民の理解の醸成

　太平洋クロマグロの持続的な利用について、漁業界や関係業者のみならず、一般消
費者にも情報提供を強化して広く理解を得られるよう努めていきます。

・ IATTC（Inter-American Tropical Tuna Commission)

お問い合わせ先

水産庁資源管理部国際課

担当者：神谷（こうや）、梶脇

代表 03-3502-8111（内線 6745）

ダイヤルイン：03-3502-8459

FAX：03-3502-0571

当資料のホームページ掲載 URL
http://www.jfa.maff.go.jp/j/press/
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